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主要な研究結果

この政策決定者向けの要約は、AMAP Assessment 2021: Impacts of Short-lived Climate Forcers on Arctic Climate, Air
Quality, and Human Health（AMAP評価2021：短寿命気候強制力因子が北極の気候、大気質、および人間の健康に及
ぼす影響）に基づいている。この評価報告書は、北極評議会のメンバーおよびオブザーバー諸国からの短寿命気候強制
力因子の排出量と、北極の大気質、健康、および気候に対するブラックカーボン、メタン、オゾン、および硫酸塩エア
ロゾルの影響に焦点を当てている。

１ 短寿命気候強制力因子（以下SLCFと記

す）の排出量の削減は、今後20〜30年の短期の北極の
気候に影響を与える。北極の長期的な昇温を制限する
ためには、北極評議会のメンバーやオブザーバー諸国
を含め、世界的な二酸化炭素排出量の即時かつ急速な
削減が必要である。

ブラックカーボン、オゾン、メタンが北極の温暖化に寄
与してきた。二酸化硫黄の排出による硫酸塩エアロゾル
は、大気を冷却する効果があり、それによって二酸化炭
素と昇温に寄与するSLCFによる温暖化の一部を覆い隠す
効果がある。しかしながら、過去2-3十年にわたる北極の
温暖化（二酸化炭素および昇温に寄与するSLCFにより引
き起こされた）を覆い隠す作用のある硫酸塩エアロゾル
の効果が、全球での二酸化硫黄の排出量の減少により弱
められた。1990年から2015年の期間における、二酸化硫
黄の排出量の減少により生じた温暖化は、二酸化炭素排
出によって直接引き起こされてきた北極の温暖化と同程
度の大きさである。

このような状況にもかかわらず、健康と環境への悪影響
を軽減することが二酸化硫黄の排出のさらなる削減の動
機付けとなっている。ブラックカーボン、オゾン前駆物
質、およびメタンの排出を削減するための即時の取り組
みは、SLCFの緩和により気候と健康の両方を良好な状態
に保つために特に重要である。温暖化に寄与するSLCFの
排出量を削減することで、健康と生態系の観点から為さ
れる大気汚染削減の対策によって生じる温暖化を相殺す
ることができる。

２ SLCF排出量のさらなる削減は、世界的にも

北極においても、人間の健康に大きな恩恵をもたらす。

世界的に、大気汚染は環境衛生上の最大の脅威であり、
早死の主な原因である。粒子やオゾンによる大気汚染を
減らすことで、健康への悪影響を減らすことができる。
北極では、一次的には局地的な排出源が問題だが、地域
的なSLCFの排出源も、局地的な大気汚染とそれに関連
する人の健康への影響に寄与することがある。現行法規
よりも野心的な取り組みにより、北極評議会のメンバー
およびオブザーバー諸国における数十万人の早死を防ぐ
ことができる。



３ 大気汚染物質の排出を削減するための政策

と技術により、北極の空気は1990年代初頭に比べ清
浄になった。北極の大気中では硫酸塩エアロゾルの
濃度が低下する傾向は続いているが、オゾンとブ
ラックカーボンの濃度の観測によれば最近の低下は
大きなものではない。

このAMAP評価に使用されている将来の排出シナリオ
は、現在の政策を実施して、2025年までにブラック
カーボン排出量を2013年のレベルより25〜33％削減す
るという北極評議会の共同の自主的取り組みをほぼ達
成できるであろうということに基づいている。さらな
る大幅の排出削減を実施できる可能性はあるが、それ
は利用可能な最良の技術によって達成できる。

二酸化硫黄の排出量を継続的に削減することは、大気
質を改善し、人間の健康を守るために重要である。

４ 世界的なメタンの人為的排出と北極の

大気中のメタンのレベルは増加し続けている。

北極評議会の2015年の「Framework for Action for
Enhanced Black Carbon and Methane Emission
Reductions（強化されたブラックカーボンとメタン排
出削減のための行動の枠組み）」には、全体的なメタ
ン排出を大幅に削減するという北極諸国の前向きの取
り組みが含まれている。現行法規が実施されたとして
も排出量は増加し続けると予想されることを考えると、
この取り組みの要件を満たすには、特に石油およびガ
ス部門で、すでに必要とされているものに加え、利用
可能な最良の技術を適用する必要がある。

湿地などからの自然起源のメタンの放出は、さらなる
昇温の影響を受ける可能性があるが、これらの放出源
からの将来の放出量の推定は、多くの不確定要素によ
り困難なものである。

５ ツンドラ、泥炭地、および森林の火災は、

北極におけるブラックカーボン・有機炭素粒子の放
出源として増々重要になってきている。北極での温
暖化がさらに進行すればより大規模でより頻繁な火
災につながる可能性がある。

地域に適した対策（燃料管理、着火の削減、森林火災
への対応）によって火災リスクを管理することは、人
の健康に害を及ぼし、さらなる温暖化に寄与する可能
性のあるエアロゾルの局所的・広域的な放出を抑制す
るために重要である。北方林の火災は、北極の陸域全
般における火災とは異なる方法で管理する必要がある。
先住民の火災管理の慣行を考慮する必要がある。
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序論と背景

化石燃料とバイオマスの燃焼による汚染は、大気質と気候に影響を及ぼす。大気質が悪いと、人々の健康に直接悪影響が
生じ、早死の主な原因になる。また多くの大気汚染物質は気候変化に重要な役割を果たしている。長期的な温度上昇は、
主として全球での二酸化炭素排出によって引き起こされるが、今後20〜30年間については現在の短寿命気候強制力因子
（SLCF）の全球での排出量の変化が重要な役割を果たす。

2015年に北極評議会は、以前のAMAP評価に基づいて、
「Framework for Action for Enhanced Black Carbon and
Methane Emission Reductions（強化されたブラックカーボン
とメタン排出削減のための行動の枠組み）」を採択した1。こ
れは排出量の報告と野心的な削減推進に関する改善を求めた
ことに加えて、北極の気候と公衆衛生への影響の観点から監
視と研究の継続の重要性を強調し、SLCFの状況と変化傾向の
評価に関する 4 年毎の科学的報告を求めた。 AMAP
Assessment 2021: Impacts of Short-lived Climate Forcers on
Arctic Climate, Air Quality, and Human Health（AMAP評価
2021：短寿命気候強制力因子が北極の気候、大気質、および
人間の健康に及ぼす影響、以下では「AMAP 2021 SLCF評
価」と記す）は、この取り組みの一部であり、この枠組みの
下でのさらなる作業について周知することを目的としている。
またこの報告書は、大気条約2や気候条約3などSLCFの決定に
関係した他の主要な国際フォーラムにも関係する。

SLCFに関する以前のAMAP評価は、ブラックカーボン、メタ
ン、対流圏オゾンによる昇温の影響に焦点を当てていたが、
今回の評価には、同じ排出源から排出される他のSLCFの前駆
物質、特に二酸化硫黄に関する分析も含まれている。AMAP
2021 SLCF評価の重要な目的は、最新の観測と新たなモデル
計算の結果を用いて、人為的排出源とその大気質と気候への
影響をよりよく理解することである。SLCFの削減が人間の健
康と北極の気候の両方にとっていかに重要であるかを強調

SLCFがなぜ重要か？

SLCFには、気候に強く影響するが二酸化炭素に比べ大気中の寿
命が短い温室効果気体、エアロゾル、および他の大気汚染物質
が含まれる。SLCFの排出量の削減は、人間と生態系の健康を保
護するためにも重要である。SLCFの排出量の削減は、今後数十
年の北極の温暖化の速度に影響を与える。北極評議会のメン
バー国4およびオブザーバー諸国5での排出量が、現在、ブラッ
クカーボン、二酸化硫黄、およびメタンの全球での人為的排出
の約半分を占めている。したがって、これらの国々がとる行動
は、世界の排出量とSLCFの気候と健康への影響に重要な影響を
与える可能性がある。AMAP 2021 SLCF評価における硫酸塩エ
アロゾルの冷却影響に関する解析結果では、北極評議会のメン
バーおよびオブザーバー諸国での排出源地域における大気汚染
の減少が北極の気候にどのように影響するかという点とSLCFの
気候と健康への影響の統合された理解が必要であることが強調
されている。

SLCFについて

メタンは、特に数十年の時間スケールでは強力な温室効果気体
である。「IPCC第5次評価報告書」によると、100年の時間ス
ケールでは二酸化炭素の28〜36倍の効果があるが、20年の時間
スケールでは二酸化炭素の84倍の昇温効果がある。メタンはオ
ゾンの生成にも関係しているため、大気質にも影響を及ぼす。

オゾンは、太陽光と前駆気体（窒素酸化物、一酸化炭素、揮発
性有機化合物、メタン）との相互作用により下層大気で生成さ
れる大気汚染物質である。オゾンは、温室効果であり、またメ
タンの大気中の寿命に影響を与える可能性がある。またオゾン
は人間の健康と植生に有害である。

1 正式には、Enhanced Black Carbon and Methane Emissions Reductions:
An Arctic Council Framework for Action（強化されたブラックカーボン
とメタンの排出削減:行動のための北極評議会の枠組み）

2 大気条約は、UN-ECE Convention on Long-range Transboundary Air
Pollution (CLRTAP)（長距離越境大気汚染に関するUN-ECE条約
（CLRTAP））としても知られている。

3 UN Framework Convention on Climate Change（気候変動枠組条約）

4 カナダ、フィンランド、アイスランド、デンマーク王国、ノルウェー、
スウェーデン、ロシア連邦、および米国

5 フランス、ドイツ、イタリア共和国、日本、オランダ、中華人民共和国、
ポーランド、インド共和国、韓国、シンガポール共和国、スペイン、ス
イス、英国

6 PM2.5は、2.5マイクロメートル以下の微粒子を指す。

していて、汚染による健康への影響を最も効果的に削減し、同
時に北極の気候変化の速度を遅らせる可能性のある行動を特定
している。AMAP 2021 SLCF評価では、気候変化に伴って火災
リスクがどのように増加するかに関するレビューも提供されて
いる。これは、SLCFの将来の排出と、その結果としての気候と
健康の状態の改善への重要な示唆を含む新たな課題である。



AMAP 2021 SLCF評価の主要な研究結果と推奨事項が、排出量と観測のデータ、将来の排出のシナリオ、大気質と気候への影響の数値モデルに
よるシミュレーションなどのデータの組合せに基づいてどのように導出されているか、そしてこの情報がどのように政策立案に反映されるかを記
述した簡略図。

硫酸塩エアロゾルは、二酸化硫黄などの硫黄化合
物の放出によって生成される。硫酸塩エアロゾ
ルは、大気中のPM2.56の微粒子のかなりの部分
を占めている。PM2.5は、人の健康に有害であ
り、多くの大気質ガイドラインで言及されてい
る。硫酸塩エアロゾルは太陽光を効率的に散乱
し、雲の反射率を高める。これにより気候シス
テムが冷却され、温室効果気体や他のSLCFの昇
温効果の一部が相殺される。雲の気候への影響
は、気候モデル計算における主要な不確定要因
である。

ブラックカーボン（すすと呼ばれることが多い）
と有機炭素は、大気質を悪化させ、人間の健康に
有害な大気中の微粒子の一部である。ブラック
カーボンは太陽光を吸収して温暖化に寄与する
が、有機炭素は光を反射する傾向がある。ブ
ラックカーボンは、雪の上に沈着すると表面の
太陽光を反射する能力を低下させ、温暖化を促
進する。有機炭素の気候への影響は小さい。

SLCFの影響評価

SLCFの影響に関するAMAPの評価は、お互い補完する以下の種々の情報源に基
づく：

• 以下2つの情報を含む人為的排出に関する新しいインベントリ。1)国際コンベ
ンションと北極評議会の「ブラックカーボン及びメタン専門家グループ」への
国別報告書、2) 国際的なエネルギーと産業の統計データおよび海運データか
ら作成された推定値。

• 種々の仮定の下での将来の人為的排出のシナリオ。詳細については以下参照。

• 北極の大気と雪の中のSLCF濃度の観測。

• SLCFが北極および北極外の発生源地域の大気質にどのように影響するかを評
価するための大気輸送モデル。

• 気候モデル（地球システムモデルを含む）、および気候・大気質エミュレー
ター（迅速な評価ツール）。これらにより、人為起源のSLCF排出量の変化が
北極の気候変化にどのように影響するかを具体的に解析できる。SLCFの自然
および火災放出量に関する潜在的な将来の変化はこのシミュレーションには含
まれていない。自然放出源の中には、温暖化を加速するように作用する可能性
があるものもあれば、冷却に作用するものもある。

• 文献に基づく大気汚染濃度と健康への悪影響との関係（暴露と応答との関係）。

国際政策との関連性
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シナリオ

SLCFの将来の影響を推定するために、人口統計学的、経済的、
技術的、および政策面での進展に関するさまざまな仮定に基づ
いて排出シナリオが作成された。AMAP 2021 SLCF評価は、近
日公開予定の「 IPCC第 6次評価報告書」およびAMAPの
「Arctic Climate Change Update 2021: Key Trends and Impacts
（AMAP北極気候変化のアップデート2021:主要な変化傾向と影
響）」に用いられているアプローチと類似・相違する点がある。
このシナリオは、世界の社会経済開発と二酸化炭素排出経路に
関しては中庸的な仮定に基づいているが、IPCC評価でも使用さ
れるSSP2-4.5シナリオ1とは一致していて、世界の二酸化炭素排
出量は2050年頃に安定することになっている。これらとの主要
な違いは、AMAPのSLCFモデルの結果が、最新のインベント
リと大気汚染物質の排出量の評価に基づいていることであり、
特に、SSP2-4.5シナリオでは十分に把握されていない東アジア
の二酸化硫黄とブラックカーボンの最近の排出量の減少を含ん
でいる点が異なる。AMAP SLCF評価での健康と気候に対する
大気汚染物質削減のコベネフィット分析では、次の「IPCC第6
次評価報告書」と「AMAP’s Arctic Climate Change Update
2021: Key Trends and Impacts」に使用されているのと同じ地球
システムモデルから得られたデータが使用されている。

異なる取り組みがもたらす影響を推定するために、政策の実施
と利用可能な最良の技術の導入に関する追加的仮定をした。こ
の仮定は以下の２つの主要な大気汚染物質とメタンの政策シナ
リオに基づいている。

• 現行法規（CLE）：このシナリオは、現在の各国および地域
の大気汚染に関する法規の完全な実施と、パリ協定に向けて
決定された各国貢献（2018年現在）に基づく取り組みの完全
な実施を前提としている。

• 技術的実現可能な最大の削減（MFR）：これは、現在設置さ
れている設備の寿命と利用可能な最高の技術を実装した技術
的な実現可能性を考慮しながら、投資や実施コストに関する
制約なしに、すべての大気汚染物質とメタンに対して利用可
能な最良の技術が世界的に導入されるという前提に立った野
心的なシナリオである。MFRシナリオは、AMAP 2015 SLCF
評価で行われた仮定とは異なり、対象となる温暖化原因物質
とともに二酸化硫黄と窒素酸化物の排出をさらに削減する可
能性を考慮している。

1 代表濃度径路(RCP)4.5と整合的な社会経済経路(SSP)2。

結果

SLCF削減の気候への影響

SLCFの排出は、地域・広領域での気候に影響を及ぼ
す。北極で排出または北極に輸送されてきたSLCFは、
北極の大気中の熱輸送に影響を与えるとともに、ブ
ラックカーボンなどの黒色粒子が雪や氷に付着すると、
アルベドが低下し、太陽光を反射せずに熱を吸収する。
単位排出量当たりの効果としては、高緯度での排出が
北極温暖化に最も強い影響を及ぼす。ただし、中緯度
でのSLCFの濃度（排出量）は北極での値よりもはる
かに大きいため、北極温暖化に対し、中緯度での大気
汚染を減らす対策が効果的ではある。ただし、単位削
減量あたりの効果を考えると、高緯度での対策は最大
の効果がある。

北極の気候に対するさまざまな排出量の変動の影響を
推定するために、2021年AMAP評価では、5つの地球
システムモデルとマルチモデルエミュレーターを使用
して、北極の温度変化をシミュレートした。本要約で
は、これらのモデル結果を組み合わせることにより、
SLCFと二酸化炭素の変化に起因する、過去－現在お
よび将来の北極温暖化が高精度で推定された。



SLCFが北極の気候に影響を与える仕組みの図。これには、大気中のエアロゾルが太陽エネルギーを吸収
または散乱すること、温室効果気体が熱を吸収すること、粒子が雪や氷などの光の表面を暗くして太陽
エネルギーの反射効果を低下させることなどによって地域の熱収支が影響を受けることが含まれている。
エアロゾルは、雲の特性とその光反射率にも影響を与える。北極内での加熱効果に加えて、SLCFが中緯
度および低緯度での熱収支に影響し、北極に輸送される熱で北極が影響を受ける効果がある。
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過去の変化に対するSLCFの寄与

1990年から2015年までの期間の数値モデルによるシミュレー
ションでは、北極評議会のメンバー国とその他のヨーロッパ
諸国での化石燃料とバイオ燃料起源の硫黄排出量が大幅に減
少したが、この期間におけるアジアのオブザーバー国とその
他の地域の排出量の変化はわずかであった。硫酸塩エアロゾ
ルは大気を冷却し、二酸化炭素と加熱に働くSLCFによって引
き起こされる温暖化の一部を相殺した。中低緯度での硫酸エ
アロゾルの濃度の低下 (大気質の改善) に伴い、硫酸エアロゾ
ルによる冷却（マスキング効果とも呼ばれる）は減少した。
この25年間、地球規模の二酸化炭素排出がもたらした北極温
暖化の効果は、中・低緯度での硫黄排出の減少による冷却の
減少から生じた温暖化効果とは、ほぼ同じ程度である。1990
年から2015年までの北極の気温変化傾向に対する硫黄以外の
SLCFの寄与は非常に小さかったが、これは主に、この期間に
おけるこれらの成分の世界的な排出量変化が比較的小さかっ
たためである。全球での人為的発生源からのSLCFと放射、雲、
および表面アルベドとの相互作用の変化を考慮し計算された
1990〜2015年の正味の北極温暖化は、10年あたり0.275 ℃で
あった（9ページの図（上のグラフ）を参照）。硫酸塩と雲と
の相互作用の低下が北極の正味の温暖化に影響を及ぼしたと
考えられる。計算された昇温は大きいが、不確実さも大きい。
詳しく記すと、全球での硫黄排出量の削減が、硫酸塩エアロ
ゾルと放射・雲・地表面アルベドとの相互作用の減少により
10 年あたり0.290 ℃の北極温暖化を生じさせた可能性がある。
したがって、北極の気候に関しては、全球での二酸化硫黄排
出量の変化がすべてのSLCFの影響の中で支配的であった。さ
らに、報告書のために実施された数値モデルによるシミュ
レーションは、全球での二酸化炭素の人為的排出と全球での
硫黄の人為的排出の減少が、1990年から2015年までの正味の
北極温暖化に同程度寄与したということを示している（二酸
化炭素については10年あたり0.285 ℃である）。
数値モデルによるシミュレーションによれば、1990年から
2015年の間での全球での人為的ブラックカーボン排出量の減
少が最近の北極温暖化においては、冷却効果があったことが
示された（10年あたり-0.053 ℃）。同時期における全球での
人為的メタンの排出による温暖化効果は比較的小さい（10年
あたり0.038 ℃）。

SLCFの将来の気候変化への寄与

SLCFの人為的排出に関する全てのシナリオとAMAP 2021
SLCF評価に使用された全てのモデルによれば、北極は急速に
昇温し続けることが示されている。それは、気候強制力をも
つ長寿命と短寿命の物質の排出が将来世界的に増加する結果、
全球平均気温が上昇し、そして北極では応答が増幅されるこ
とによる。予測される二酸化炭素の存在量の増加と全球での
硫黄排出量の減少は、北極に対して顕著な温暖化効果を及ぼ
し続けるであろう。SLCF排出量がどのように進展するかによ
るが、全球での人為的二酸化硫黄排出量の継続的な削減は、
2015年から2030年にかけて北極の昇温をもたらし、それは二
酸化炭素による温暖化効果の69％（CLEシナリオの場合）と
103％（MFRシナリオの場合）の間の大きさとなると考えられ
る。モデルの結果はまた、ブラックカーボンとメタンの実現
可能な最大の削減（MFRシナリオ）によって、硫黄排出量の
追加削減による温暖化効果の影響をほぼ相殺できることも示
している。特に、世界ですべての人為的燃焼源から排出され
るメタンの実現可能な最大の削減の場合は、CLEの実施のみ
と比較して、2015年から2050年までの北極温暖化率を10年あ
たり0.047 ℃の低下につなげられる可能性がある。ブラック
カーボンと放射・雲・地表面アルベドとの相互作用が減少す
ると、MFRシナリオでは、CLEシナリオと比べ、2015年から
2050年までの北極温暖化率を10年あたり0.074 ℃低下させる
ことができる可能性がある。

健康への悪影響を軽減することが二酸化硫黄の排出を含む大
気汚染に対処する時の主要な動機である。二酸化硫黄の排出
削減については、その結果温暖化が促進されるということと
関係なく、健康への悪影響の軽減が将来にわたっての動機付
けとなっている（そしてそうあるべきである）。このことに
より、二酸化炭素と温暖化効果のあるSLCFの両方の排出量を
大幅に削減する必要性が強まる。そのような施策の実施によ
り、現在の排出量の状況と比べて温暖化の速度を遅くするこ
とになる。SLCFの削減は、今後数十年の温暖化速度にとって
特に重要である。北極温暖化を遅らせるには、世界における
ガスフレア、陸上輸送、住宅での燃焼によるブラックカーボ
ン排出量を実現可能な範囲で最大限削減を達成することが特
に重要になる。雪や氷表面へのブラックカーボンの沈着が減
少すると、これらの表面の反射率が高まり、それによって北
極が冷却される。北極評議会メンバー国のブラックカーボン
排出は北極内または北極の近くで発生するため、それらの国
の削減は特に効果的である。北極評議会メンバー国が石油お
よびガス分野でのメタン排出量を最大限に削減することも、
予測されている温暖化を相殺するために非常に重要である。



SLCF排出に関する2つの異なるシナリオの下での北極の温度変化：
CLEとMFR

実線は、すべての排出量（ブラックカーボン、二酸化炭素、二酸化
硫黄、メタン）の変化を組み込んだ場合の北極の正味の温度変化を
示している。影付きの領域は、1990年以降に観測および予測され
たSLCFの排出量の変化が、2015年と比較して北極の気温の正味の
変化にどのように寄与しているかを示している。北極は、ここでは
北緯60度以北の領域として定義されている。2つの異なるシナリオ
のモデル化に使用された排出量の変化は、14ページの図に示され
ている。

この図の主なメッセージは、二酸化炭素の過去および予測される将
来の排出量（灰色の網掛け部分）が北極の温暖化に支配的な役割を
果たしていて、今後もそうなり続けるということである。

硫酸塩エアロゾル（黄色）については、1990年以降の排出量の正
味の減少が、最近の北極の温暖化の一因となっていることがわかる。
この寄与の大きさは二酸化炭素増加の効果と同程度である。硫酸塩
エアロゾルはさらなる減少が予想されるため、今後20〜30年の北
極の温暖化を促進し続ける。硫酸塩エアロゾルの濃度低下による温
暖化への影響は、MFRシナリオの方で特に顕著である。

ブラックカーボン（緑）は温暖化に寄与するが、1990年以降のブ
ラックカーボンの排出量の減少により、温暖化への効果が相対的に
減少する。ブラックカーボン排出量のさらなる正味の削減は、その
温暖化効果を減らし続け、二酸化炭素と硫酸塩エアロゾルの削減に
よる将来の温暖化の一部を打ち消す。その場合、CLEシナリオに比
べ、MFRシナリオの方が効果は大きい。

メタン (青) は北極温暖化に寄与し、メタン排出量の増加は 1990 年
以降、メタンの温暖化への寄与を加速させている。CLEシナリオで
は、2015年以降も引き続き加速する。MFRシナリオでは、メタン
排出量の正味の変化はわずかであるため、将来の北極の気温変化へ
の寄与はわずかである。数字を見るかぎりメタンは依然として北極
温暖化に寄与するが、そのことは図ではほとんど識別できない。

SLCFの気候影響の評価方法に関する2015年と2021年の比較

AMAP 2015 SLCF評価では、各SLCFを個別にモデル化して、北極気候に影響を与えるメタンとブラックカーボンの排出量の変
化の可能性を推定し、さまざまな地域の排出源の影響を比較した。それに対しAMAP 2021 SLCF評価では、地域の気候感度に関
する新たな知識と、気候を変化させるプロセスのより詳細な表現を組み込んでいるより多数のモデルを使用している。さらに、
最新の排出インベントリと改良された予測に基づいていて、二酸化硫黄の排出量の変化に特に注意を払っている。その結果、
SLCFの総合的効果が時間とともにどのように変化するかについて、より詳細に描像することができ、二酸化炭素排出削減の影響
の議論にSLCF削減の影響を正確に組み込むことができた。2050年時点の北極温暖化への影響についてシミュレーションを行った
ところ、MFRシナリオを用いた場合のSLCFによる温暖化低減効果 (メタンにより10年あたり 0.16 ℃、ブラックカーボン放射強
制力により10年あたり0.26 ℃) は、AMAP 2015 SLCF評価で推定した気温への効果に匹敵している。
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大気汚染と健康

大気汚染は、北極評議会のメンバーおよびオブザーバー諸国での早死に関する10の主要な危険因子のひとつである。
微粒子（PM2.5）と心血管疾患、呼吸器疾患、および早死の間には十分に確立された関係がある。空気汚染は、糖尿
病、早産、低出生体重のリスクを高める。オゾンは、早死につながる呼吸器疾患のリスクの増加と関連していて、他
の健康への悪影響（代謝効果など）のリスクの増加とも関連している可能性がある。

北極における健康への影響

北極に住む人々に対する大気汚染の影響に関する研究は限
られている。アラスカでの研究では、PM2.5への曝露が重
要な健康上の懸念事項であることを示している。北極に住
む人々の病気に対する大気汚染の寄与を推定することは困
難な作業であるが、原因と結果の関係についての現在の理
解は、排出量削減の対策はほぼ全て健康上有益であること
を示している。身近にある排出源は重要であるため、住宅
の暖房、廃棄物の燃焼、ディーゼル発電機、および地上輸
送からの排出を削減するための対策は、地域の人々の健康
上有益である。海上交通の増加が地域の大気汚染につなが
らないようにすることも重要である。もうひとつの懸念は、
北極で増えている森林火災と、それに伴う煙の排出量の増
加による健康への影響のリスクである。

北極評議会のメンバー国とオブザーバー国の大気質と
健康への影響

AMAP 2021 SLCF評価のために実施された新しい研究では、
早死に対する微粒子（PM2.5）とオゾンの影響に焦点を当て
たが、その際、大気質と健康を評価するために将来の排出量
の推定値を使用した。

多くのアジアのオブザーバー国のように大気汚染レベルが高
い地域では、現行法規を実施することで、地域の大気質が改
善される。CLEシナリオでは、これらの削減のほとんどは
2020年から2025年の間に行われると予測されている。すべ
ての大気汚染物質とメタンに対して利用可能な最良の技術を
世界的に適用することで、特に現在排出量が多い地域で、大
気質がさらに改善される。大気汚染のレベルが高い地域でオ
ゾン濃度を下げる可能性は、主にメタン排出の削減に関連し
ている（メタンはオゾンの前駆物質である）。

AMAP 2021 SLCF評価では、大気汚染濃度と健康への悪影
響について文献から得られた関係を使用して、さまざまな排
出シナリオでの大気汚染削減による早死の回避数も推定され
ている。大事なメッセージは、現行法規を完全に実施するこ
とで、PM2.5に起因する世界の早期死亡率を2015年と比較
して2030年に24％減少できるということである。より野心
的なMFRシナリオのもとでは、大気汚染に関連する早死の
減少が、CLEシナリオと比較してさらに22％増える。

CLEシナリオでは、オゾン濃度は世界的に安定しているが、
オゾンへの暴露により早死する人々の数は、人口の増加に伴
い増加すると推定されている。より野心的なMFRシナリオ
では、世界のオゾン関連の死亡率は現在のレベルと比較して
減少すると予測されている。

人間の髪の毛

直径50-70ミクロン

PM2.5

燃焼粒子、有機化合
物、金属など。直径
2.5ミクロン以下

PM10

ほこり、花粉、カビなど
直径10ミクロン以下



現行法規を実施した場合（CLEシナリオ）、実行可能
な最大の排出削減を適用することによって排出量を削
減した場合（MFRシナリオ）の2ケースに関し、2015
年と比較した2030年および2050年の北極評議会メン
バー国およびオブザーバー諸国のPM2.5による早期死
亡の変化。



モデル結果の信頼性

過去の観測と比較した場合、個々のモデルがSLCFをどの程度適切に表現しているかはモデルによって異なる
が、マルチモデル平均は、大気中のブラックカーボン、オゾン、およびメタンの観測レベルについて不確実性
範囲に近いか、その範囲内の結果を示している。SLCF排出の気候への影響をモデル化した場合、変化の方向
については信頼性が高いが、変化の大きさに関する信頼性は中程度である。主要な不確実性は、社会経済的発
展のたどる経路の不確実性のために生じる将来の排出量の状況に起因する。排出量の気候への影響に関する主
要な不確実性は、雲の変化とそれに関連する気候強制力に関連している。短期的な気候と健康への影響の予測
に関連したモデルの不確実性を評価した結果、次のことが示された。

• メタンによる昇温については、全球規模でも北極でも信頼性が高い。

• 北極ではブラックカーボンによる温暖化が過小評価されている可能性があり、モデル間のばらつきが大きい
ため不確実である。

• 北極の硫酸塩エアロゾルによる冷却効果は過小評価されている可能性がある。この不確実性は主に、高度方
向の積分量の観測の欠如とモデル推定全体でのばらつきに起因する。

• オゾンによる温暖化効果について、全球的にも北極でもかなり信頼度が高いが、オゾンとその前駆物質の数
値モデルによるシミュレーションには不確実性が存在する。

• モデル計算された雲と観測された雲の両方で大きなばらつきがあるため、雲の特性変化による気候への影響
については非常に不確実である。

• オゾン濃度の過大評価により、オゾンに起因する呼吸器死亡率が過大評価される可能性がある。科学的証拠
を基に作成された評価には他の有害な健康アウトカム（代謝アウトカムなど）が含まれていなかったため、
オゾンが健康に及ぼす全体的な影響は過小評価されている可能性がある。

• PM2.5曝露による健康への影響は、特にアジアや人口密集地の近くの濃度が過小評価されていることと、ま
た科学的証拠が集積されている評価に一部の有害な健康アウトカム（例：有害出生のアウトカム、認知効
果）が含まれていないことのために、過小評価されている可能性がある。

北極評議会メンバー国の場合、PM2.5とオゾンを削減
するための現行法規（CLEシナリオ）を順守すること
で、2030年には2015年と比較して推定66,000人の早
死を回避できる。より野心的なMFRシナリオでは、
2030年に推定97,000人の早死が回避できる。オブ

ザーバー諸国の場合、MFRシナリオでは、2030年に
は2015年と比較して推定88万人の早死を回避できる。
またCLEシナリオを実施するだけでも、2030年には
2015年と比較して54万人の早期死亡を回避できる。



アラート ツェッペリン

ブラックカーボン（eBC）, μg/㎥ 硫酸塩, μg/㎥ メタン, mmol/㎥

eBC 冬期の移動平均
eBC 夏期の移動平均
硫酸塩 冬期の移動平均
硫酸塩 夏期の移動平均

ツェッペリン（フラスコ）
ツェッペリン（ICOS）

カナダのアラートのモニタリングデータは、ブ
ラックカーボン（上）と硫酸塩エアロゾル
（下）の歴史的な減少を示している。

ツェッペリン（スバールバル）でのメタンの変化傾向

たとえば、長期の大気測定では、1990年以降、ヨーロッパと北アメリカで実施された大気汚染対策が実施されたことと、ソ
ビエト連邦経済が急激に落ち込んだことにより、北極の大気質が改善したことが示されている。しかし、この頃、中国やそ
の他のアジアからの排出量は増加し始め、停滞し、2010年代初頭からわずかに減少した。北極の大気では、1990年から2010
年の間にブラックカーボンの濃度が低下したが、この低下は過去10年間停滞している。硫酸塩の場合、一部の北極の監視基
地では大気中濃度の継続的な低下が見られるが、他の基地では低下が横ばいまたはわずかに増加している。
北極の大気中のメタン濃度は地球規模の濃度を反映していて、氷床コアからの大気中のメタン濃度の記録によると、産業革
命以前に比べ2倍以上になっている。およそ2000年から2005年まで増加はなかったが、2007年頃から濃度は再び増加し、
2015年からさらに急速に増加した。長距離輸送が北極の大気中の濃度の増加に寄与したが、この増加傾向に、北極のホット
スポットからの人為的排出が加わった可能性がある。

観測と変化傾向

北極の大気中のSLCFのレベルの経時変化は、大気汚染対策の効果と産業活動の変化を示している。



発生源

北極評議会のメンバー国とオブザーバー諸国か
らの、ブラックカーボン、二酸化硫黄、メタン
の人為的排出量は現在の全球での排出量の約半
分を占めている。SLCF排出量に関する利用可能
な推定値には、特に部門間で差異があるが、さ
まざまな発生源の相対的な寄与は確実であると
考えられている。この評価のために作成された
排出インベントリに基づくと、2015年には世界
の人為的なブラックカーボン排出量の8％を北極
評議会メンバー国が占め、その中で陸上輸送が
最も重要な排出源であり、家庭での燃焼と石油
とガスのガスフレアがそれに続いている。オブ
ザーバー諸国は、2015年のブラックカーボンの
全球的な人為的排出量の40％を占めているが、
その中で中国とインドの排出量が大半を占め、
排出源としては住宅での燃焼が主であり、陸上
交通がそれに続く。北極海運は現在、全体とし
てブラックカーボンのごくわずかな排出源にす
ぎない。

二酸化硫黄については、2015年に世界の排出量
の13%を北極評議会メンバー国が占め、オブ
ザーバー国が30%を占めていた。北極評議会の
メンバーとオブザーバーの国の両方で、エネル
ギーと産業部門が最も重要な排出源である。

メタンについては、北極評議会メンバー国が
2015年に世界の人為的排出量の20％を占め、そ
れは主にエネルギー部門、特に石油とガスの採
掘・輸送に関係したものであるが、廃棄物と農
業からもかなりの寄与がある。オブザーバー国
は世界のメタン排出量の30％を占めている。現
在、農業からの排出量はほぼ50％を占めている
が、将来的には廃棄物処理による排出が増加し
支配的になる。

CLEシナリオでの各排出量について、2015年と比較した時の2030年
と2050年時点の相対的な変化、および2030年と2050年時点のMFR
シナリオの可能なさらなる削減量をCLEシナリオと比較した図。
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将来の人為的排出

現行法規を完全に実施することで、北極評議会のメン
バーとオブザーバーの国の両方でSLCFの排出量を減ら
すことができる。ブラックカーボンについては、2015年
と比較して2050年までに北極評議会諸国で37％、オブ
ザーバー諸国で52％の減少が見込まれている。今回の
AMAP評価に使用される将来の排出シナリオは、ブラッ
クカーボン排出を削減するための北極評議会全体での自
主的な取り組みの結果を示しているが、現在の政策を実
施することでブラックカーボンを2025年までに2013年の
レベルより25〜33％下回らせることがほぼ達成でき、そ
の結果2025年までに22％の削減になると算出されている
ことに基づいている1。さらに大幅な排出削減の可能性
があり、それは利用可能な最良の技術で達成できる。

現在法規が実施されたとしても、メタンの排出量は、北
極評議会メンバー国では2050年までに13％増加し、オブ
ザーバー国では25％増加すると予想されている。現行法
規の実施を考慮に入れた将来の推定排出量の傾向は、
「...全体的なメタン排出量を大幅に削減する」という北
極評議会の「Framework for Action for Enhanced Black
Carbon and Methane Emission Reductions」の前向きの
取り組みと必ずしも整合していない。

二酸化硫黄について、CLEシナリオは、2050年までにメ
ンバー国で約33％、オブザーバー国で45％の排出量の大
幅な減少を示している。現在のクリーンエア政策は、住
宅および運輸部門、そしてある程度産業部門のブラック
カーボンの排出量を削減させることができる。利用可能
な最良の技術を適用することにより、かなりの追加排出
削減を達成することができる。これに該当するものとし
ては、住宅における燃焼（暖房と調理）と産業用の石油
とガスの生産からのブラックカーボン、エネルギーの生
産と産業からの二酸化硫黄の排出、石油とガスの生産か
らのメタンの排出、および都市廃棄物と産業廃棄物の管
理の改善などが特に注目される。

メタンと粒子状物質の自然放出

北極では、メタンの自然放出が重要である。実際、この地域
には多くの湿地があるため、メタンの主要な放出源となって
いる。それにもかかわらず、これらの放出量は、世界におけ
る化石燃料からのメタンの人為的排出量の約2.5分の1である。
将来の自然からの放出は不確実であるが、さまざまな人為的
な気候温暖化シナリオの下での自然起源の北極メタンの増加
は、全球的な人為的メタン放出の潜在的な減少よりも小さい
と予測されている。自然放出量の将来の潜在的な変化として、
例えば温暖化によって永久凍土の劣化またはより湿った環境
によるものは、将来の放出量の予測に大きな不確実性がある
ため、SLCFの気候影響のモデル計算には含めなかった。

北極海からの放出、すなわち粒子状物質を形成する波飛沫と
海洋生物起源ガスの放出は、気候変化とともに変化し、それ
が北極海の気候に影響を及ぼす。これらの影響を定量的に推
定するための十分な理解は得られていない。

1 北極評議会のEGBCM（ブラックカーボン及びメタン専門家
グループ）は、ブラックカーボンとメタンの排出削減を強化
するために作成された北極評議会の「Framework for Action 
for Enhanced on Black Carbon and Methane Emission 
Reductions」に示されている目標達成に向けた進捗状況を評
価するため、各国で報告された排出量と予測を利用している。
AMAP評価の過程で使用された情報の詳細については、
「SLCFの影響評価」（5ページ）を参照のこと。



大気へのブラックカーボンと有機炭素の重要な発生
源は、荒野の火災と農地・草地・森林の意図的な燃
焼である。現在の推定によると、全球でのあらゆる
種類の火災からの人為的およびバイオマス燃焼の排
出を含めたものを考慮した場合、北極でのブラック
カーボンの沈着量の12〜15％をシベリア、カナダ、
アラスカの北方林火災が占めることが示されている。
気候変化に伴い、大気中濃度に対するSLCFの寄与が
変化する可能性がある。雪と氷の分布状態と火災に
よる放出のタイミングは、北極の気候への影響に関
連する重要な要素である。火災の発生時期と発生場
所の変化が、北極の雪と海氷へのススの沈着の増加
（北部での早い時期の火災と野焼きの組み合わせ）、
またはススの沈着の減少（夏から秋にかけての北極
と温帯の陸地での火災）につながる可能性がある。
AMAP 2021 SLCF評価では、文献レビューによる公
開された火災排出モデルの比較と、AMAP固有の火
災モデルによって補強された結果により、現在の排
出量と将来の火災状況と排出量に関する見通しに関
する新たな知見が得られた。

火災は北極の生態系の自然現象の一つであるが、気
候変化は、火災シーズンの期間をさらに長くし、よ
り乾燥した状態を作り出す可能性があり、落雷の潜
在的な増加により落雷による発火リスクを高めると
予想される。荒野での人間活動の増加、早期の消火
や害虫の被害など他の要因も関係して来る。全球で
の火災による排出量データベースは、2005年から
2018年にかけて北緯60度以北の火災が50度から60度
の間の火災よりも大きい増加傾向を示している一方、
ひとつのモデルでは火災による排出量が減少すると
推定されている。AMAP 2021 SLCF評価のために特
別に開発された現在の火災による放出のモデルによ
れば、火災からの放出の大部分は北方森林地域の南
部に対応する北緯50度から60度の間で発生している。
同じ期間に、北緯70度から80度の間で大気中のバイ
オマス燃焼放出はほとんど見られなかった。北緯80

度を超えると、衛星の観測範囲外のため、火災は測
定不可能であった。

気候変化が、遠隔地の北方林において、早い季節の
大規模で制御不能な火災をもたらしているという証
拠が増えている。また気候変化は、北極ツンドラで
の火災シーズンの早期開始をもたらし、また人口の
多い地域で大規模な野火を発生させている。グリー
ンランド西部で、2017年と2019年の暖かく、乾燥し、
晴れた天候の後の夏の終わりに発生した火災は、新
しい現象である。地球規模では野火の増加は比較的
小さいが、北極では将来の温暖化により、以前は野
火が稀であった陸域でますます大きな火災が引き起
こされる可能性がある。

将来の展望

さらなる気候変化は、将来の火災リスクに影響を及ぼ
す。場合によっては、火災が深刻になり、将来の火災
の可能性を高めるような形の生態系の変化が引き起こ
される可能性がある。落雷による着火の可能性と火災
期間の長期化に加えて、永久凍土層の衰退により、乾
燥した植生と炭素を多く含む泥炭燃料の量が増加する
可能性がある。泥炭の火は長時間くすぶり、大量の煙
を放出する可能性がある。これらの火はまた、消火す
るのが非常に難しく、冬の間は地表下で燃え続け、春
には再び地上に現れる可能性がある。これらは、ゾン
ビまたは越年火災（holdover fire）と呼ばれることが
ある。泥炭火災からの排出物の総量を推定および予測
することは困難である。たとえば、不連続永久凍土帯
での融解は、火を持続させるために利用できる泥炭燃
料の量を増やす可能性や、土壌を再び湿潤化させて、
火の着火と延焼を制限する可能性もある。北方地域と
北極の泥炭は、大規模な天然の炭素吸収源であるため、
泥炭地で発生する火災は、典型的な荒野の火災と比べ
単位面積あたりはるかに多くの二酸化炭素を放出する
可能性がある（SLCFの放出に加えて）。

火災と気候変化



観光活動の増加、伐採の増加、より北方での農業の可能性などの人間活動の変化は、もうひとつの要因となる。
農業の北方への移動とそれに関連する燃焼の行為も、北極またはその近隣での排出量の増加につながる可能性が
ある。北極でさえ、依然として人間活動が主要な発火原因である。

気候変化は、森林の成長、昆虫の変化や天候関連の被害の変化などの直接的な作用を通じて、森林や林業に影響
を及ぼす。 AMAP 2021 SLCF評価では、高度に管理された森林であっても、将来の気候条件では北方林の森林火
災が全体として起きやすくなると評価されている。極端なメガファイアを含む、制御が難しい激しい火災が発生
する可能性が高くなる。北極評議会メンバー国の地域での将来の火災は、北極及び北極近辺のブラックカーボン、
メタン、二酸化炭素の発生源であり続け、増加すると予測されている。

気候変化によって21世紀半ばから後半に起こると予想されて
いる生態系と気象パターンの様々な変化とそれぞれについて
の火災リスクの変化。「上向き矢印」は火災リスクの増加を
示し、「下向き矢印」は火災リスクの減少を示す。永久凍土
上に生育する北方林の推移について（右下に対応）は、火災
リスクは最初に増加し、次に減少し、生態系の変化に応じて
再び増加する可能性がある。その際、土壌水分が北方森林帯
とともに北極の地表付近の泥炭火災の主な制御要因である。
火災リスクの変化に関するほとんどの研究は、高排出シナリ
オに基づいている。

北方林－ツンドラ帯から

乾燥した泥炭地へ
北方林から

草地へ

針葉樹から
落葉樹へ

落雷の増加

北方へ拡大
する農業

永久凍土上の北方林－

乾燥した泥炭地

永久凍土の融解－



推奨事項

2021年の短寿命気候強制力因子（SLCF）と、北極の大気質、人間の健康、気候への影響に関する評価に基づいて、
AMAPワーキンググループは次のことを推奨する。

１ 現行法規は効果的に実施されるべきであり、SLCF排出量をさらに削減するために、現行法規を超えて、

利用可能な最良の技術をタイムリーで効果的に実施することが強く支持されるべきである。

• 大気汚染を削減するための現行の国内法および国際協
定の効果的な実施は、北極評議会のメンバーおよびオ
ブザーバー諸国において健康上の実質的な利益をもた
らす。特に北極評議会オブザーバー諸国では、排出量
を削減するために利用可能な最良の技術の使用を増や
すことが、気候にとって有益であり、健康に関する付
随した利益も得られる。

• 二酸化硫黄の排出削減が原因となる北極温暖化の加速
を低減するために、ブラックカーボンとメタンの排出
削減については、実現可能な最大の削減シナリオに基
づき、利用可能な最善の技術を完全に実施することが
必要となる。硫黄排出量の削減は、大気質と健康への
強い関心によって十分に動機付けられている。ブラッ
クカーボンとメタンを減らすことは、短期的に温暖化
を低減するために特に重要である。北極の長期的な温

暖化を抑制するためには、すべての国による二酸化炭
素排出量の即時かつ急速な削減が依然として重要であ
る。

• 将来のメタン排出量の予測は、北極評議会のFramework
for Action for Enhanced Black Carbon and Methane
Emission Reductionsの「メタン排出量全体を大幅に削
減する」という取り組みを実現するには現行法規では
不十分であることを示している。したがって、特に石
油やガスの生産（北極やその他の場所）におけるメタ
ン漏出の防止によってメタン排出削減をこれまで以上
に強化する必要がある。

• 北極評議会メンバー国のブラックカーボン排出をさら
に削減するには、ディーゼルエンジン、ガスフレア、
および住宅での燃焼（薪ストーブを含む）などを対象
にすることが特に重要になる。

２ 北極評議会のメンバーとオブザーバーの国は、SLCF排出量削減の進捗状況を評価するために、排出

量の報告と監視を引き続き行うとともに強化する

• 関連国際機関への各国のSLCF排出量の報告が、信頼で
きる排出量と緩和シナリオの作成を支えるものであり、
報告が義務付けられていない場合でも、SLCF排出量に
関するタイムリーで透明性のある包括的な情報が関連
する国際フォーラムで共有される保証が重要であると
強調する。

• 共通の方法論の開発を支える科学の進歩を通じて、ブ
ラックカーボン排出量の報告と予測を継続し改善する
ことが直ちに必要であり、それによって、「大気条約
(air convention)」および「気候変動に関する政府間パ
ネル」で指針が示されている各国のインベントリ報告
が改善できる。

新たな研究に
関する取り組み

強化に関する
メッセージ

知識のギャップに
関する取り組み



３ 北極社会における局地的な大気汚染を減らすための効果的な対策の実施のために、北極でのブ

ラックカーボンの局地的な排出源をより的確に特定し、定量的に把握する必要がある。

• 利用可能な最良の技術と運用方法を用いて、住宅の暖房、廃棄物の燃焼、ディーゼル発電機の使
用によるSLCFの局地的排出を削減し、それによって大気質の悪化による健康への影響を減らす。

４ 火災からの放出とそれによる大気汚染および気候温暖化を低減するために、農業での燃焼と野火

を制限するための4つの効果的な戦略を実施に移す必要がある。

• 北極内およびその周辺での森林火災と意図的な燃焼
は、北極で増加しているブラックカーボンの発生源
であり、健康と気候の両方に悪影響を及ぼす。気候
変化は、より大規模で、より頻繁な森林火災のリス
クを高める可能性がある。

• 北極の人間活動と地域社会は、増加する火災リスク
に対応する必要がある。北極の先住民や地域社会か
らの幅広い賛同を得た火災管理戦略を開発するには、
火災管理技術がブラックカーボン排出量を削減でき
るかどうか、またはどれだけ削減できるかを理解す
る必要がある。

５ 健康と気候に対して及ぼすSLCFの排出と緩和の施策の影響を評価するための知的基盤が維持さ

れ、改善されるべきである。重要な点を以下に述べる。

• 監視：SLCF排出の気候と健康への影響に関する排
出施策の有効性に関するモデル計算を評価し、北極
の人口密集地域で特に重要となる環境と公衆衛生の
監視データを提供するために、観測システムを維持
および拡張することが不可欠である。さらに、火災
の衛星監視と分布の把握は、火災による SLCF 排出
量の公的な報告を補完するために不可欠である。

• 研究：湿地や融解している永久凍土からのメタンや、
波飛沫からの硫酸エアロゾルなど、自然発生源から
のSLCF放出の気候変化に対する影響のさらなる研
究が必要である。

• 健康への影響：大気汚染の健康への影響に関する科
学的理解はしっかりしているが、北極の地域社会に

おける局所的排出とその健康リスクについて定量化
することと、局地的な大気質に影響する局地的な排
出源と広域的な排出源とを区別するために、より多
くの研究が必要である。家庭用暖房に用いられる住
宅用固形燃料の燃焼による曝露レベルとそれに関連
する健康への影響をよりよく理解するには、さらに
多くの研究が必要である。

• モデル計算：気候と大気質の両方への影響を確実に
推定するには、全球気候モデルと大気拡散モデルを
より適切に統合する必要がある。

• 費用便益分析：OECDが実施した作業に基づいて、
SLCFの排出量を削減するための特定の措置につい
て経済的費用と便益をさらに分析する必要がある。
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